2020年度主任手当資料

主任手当拠出の経過と意義について 
全国には「主幹教諭」が2万人以上
長野県には存在しませんが、37の都道府県とすべての政令都市（20市）には「校長・教頭・教諭」に加えて、その他の「新たな職」として、「主幹教諭」が20,730人配置されています（2019年4月1日現在　文科省調べ）。「主幹教諭」は、教諭の上に新たな中間管理職として置かれ、職員会や分掌決定などの学校運営において、教頭とともに学校長を補佐することが学校教育法で位置づけられています。「主幹教諭」という中間管理職が存在することで、民主的な学校運営に様々な形で分断が持ち込まれたり、管理職の一方的で強行的な運営が繰り返されたりする状況も起こっています。
東京都では「主任教諭」も選考試験
　他県より職階制度が厳格化している東京都では、教諭→主任教諭→主幹教諭・指導教諭→副校長→校長という職層が定められ、「主任教諭」にも昇任選考試験が存在し、受験資格には8年間の教職経験が必要です。そのもとで教職員の管理統制が進んでいます。
現在、長野県の高校には「教務主任・学年主任・生徒指導主事・進路指導主事・職業校各科主任・農場主任」という「主任」が存在します。この間の歴史の中で、この「主任」が制度化され、主任手当を支給することで中間管理職の役割を担わせようという動きが顕在化したときに、高教組は県教組と共同で、県民的な世論の支持も受け、県教委との間で以下の確認をすることができました。
	①制度化した主任は校務分掌上の措置であり、中間管理職ではないこと

②他の教職員に対する職務上の上司ではないこと

③職制登用のステップとしないこと


　この確認のもと、高教組は分会・支部での討議の結果、制度導入のねらいを形骸化させるために、「主任手当の拠出」に取り組むことを決定しました。そのための決意署名は、組合員の98.7％が署名するという画期的な成果を収めました。これらの民主的な学校運営を求める努力は長野県高等学校教育の財産として、今でも多くの学校でその趣旨と精神が引き継がれています。
　教育という営みは、豊かな同僚性の中でこそ、生き生きと育まれるものです。主任手当拠出の取り組みは、その営みを民主的に職場で進める取り組みとして、引き続き重要です。「主幹教諭」などの新たな職制の導入を許さないためにも、主任手当拠出の意義を確認し、すべての主任が手当を拠出する取り組みにご理解をお願いいたします。

[image: image2.emf]分会へ

50%

支部へ

20%

教文へ

（支部教文・教材購入）

20%

高校生

自主活動へ

10%

拠出された

主任手当の行方は・・・


[image: image1]
⇒　拠出された主任手当は教育活動補助費として全額還元されます
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　現在主任手当の拠出には、多くの主任の皆さんにご協力をいただいています。


2017年度拠出校　　　83分会中64分会（拠出率77%）　中条・犀峡キャンパスを除く


2018年度拠出校　　　82分会中49分会（拠出率59%）


2019年度拠出校　　　82分会中52分会（拠出率63%）





　拠出された主任手当は、すべて現場にさまざまなかたちで還元されています。





�
2019年度�
2018年度�
�
前年度拠出額合計�
4,173,400円 �
5,346,600円 �
�
分会補助費�
2,086,700円 �
2,673,300円 �
�
支部補助費�
834,680円�
1,069,320円�
�
教文補助費�
834,680円 �
1,069,320円 �
�
高校生自主活動費�
417,340円 �
534,656円 �
�










